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第30期　貸借対照表・注記表
2026年6月25日 東京都千代田区神田神保町3丁目2番地3

環境テクノサービス株式会社
代表取締役社長　渡辺　　毅

  

　金　　　 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)  

 流   動   資   産 286,658  流   動   負   債 61,617

現 金 及 預 金 204,334 買 掛 金 16,391

受 取 手 形 1,635 未 払 金 15,033

売 掛 金 51,206 未 払 法 人 税 等 935

製 品 23,970 未 払 事 業 税

原 材 料 1,522 未 払 費 用 21,253

貯 蔵 品 17 預 り 金 23

前 払 金 仮 受 金 7,979

前 払 費 用 1,550

短 期 債 権 2,697

仮 払 金

貸 倒 引 当 金 △ 276

 固   定   資   産 105,580  固   定   負   債    256,481

94,980 長 期 借 入 金 250,833

建 物 2,401 長 期 未 払 金

構 築 物 29,023 リ ー ス 債 務 5,647

機 械 装 置 56,878  負  債  合  計 318,098

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品 1,981 (純資産 の 部)

リ ー ス 資 産 4,695 　株　主　資　本 74,140

建 設 仮 勘 定 資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 60,000

  無形固定資産 457 利 益 剰 余 金 △ 85,859

ソ フ ト ウ ェ ア 457 　　利益準備金 13,600

借 地 権 △ 99,459

利 用 権 △ 99,459

　投資その他の資産 10,143

そ の 他 投 資 10,143

 純　資　産　合　計 74,140

 資  産  合  計 392,239  負債及び純資産合計 392,239

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

貸   借   対   照   表

2026年3月31日現在

(単位：千円)

科　　　　　　目 金　　　 額 科　　　　　　　目

  有形固定資産

その他利益剰余金

繰越利益剰余金
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注 記 表 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （1）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

       商   品 ··········  個別法による原価法 

              （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

      製   品 ··········  移動平均法による原価法 

              （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

     原 材 料 ··········  移動平均法による原価法 

             （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

 （2）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

   定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物、2016年4月1日以降に取得した建物付

属設備及び構築物については定額法を採用しております。） 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

   定額法 

③ リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

 （3）引当金の計上基準 

貸倒引当金 ········· 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法に規定す

る繰入限度相当額（法定繰入率）により、貸倒れ懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。 

 

 （4）その他計算書類作成のための基本となる重要事項 

消費税等については、税抜方法により処理しております。ただし、資産に係わる控除対象外消費税等

は発生事業年度の期間費用としております。 

 

2.  会計方針の変更に関する注記 

記載事項はありません。 

 

3. 1株当たり情報に関する注記 

一株当たり純資産            23,168円89銭 

一株当たり当期純利益          3,017円29銭 

4. 当期純損益金額                      9,655千円 
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5. 重要な後発事象 

    建物等の解体実施に関する合意 

当社が参画する共同企業体（JV）において、2025年8月開催の運営委員会（JV委員会）の合意に基づ

き、水戸改良土センターの解体を決定いたしました。 当該解体は次期事業年度中に実施する予定であ

り、これに伴い発生する費用のうち、当社負担額として約40百万円の発生を見込んでおります。 なお、

当該金額は現時点での概算額であり、今後実施される詳細な見積りおよび工事の進捗により、実際の負担

額は変動する可能性があります。 

 


